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樋 口 譲 次 
○在中国日本企業は中国共産党の統制監督下に 
 衝撃的なニュースが飛び込んできた。なんと、中国共産党組織が外資企業の７割に設置

されたというのである。伝えたのは、アメリカ・ニューヨークに本部を置く中国語非営利

衛星放送局の新唐人テレビだ。 
それによると、中国共産党機関紙「人民網」は、次のように報じた。 

 
１０月１９日、中国共産党中央組織部の斉玉副部長は、中国共産党大会の記者会見で、

２０１６年末までに国営企業１４万７千社のうち９３．２％に党組織が設立され、民

間企業２７３万社のうち６７．９％、さらに外国企業１０万６千社のうち７０％に上

る７万５千社に党組織を設立した旨を明らかにした。（下線は筆者付記） 
 

帝国データバンクの調べによると、昨年（2016 年）８月末時点で、中国に進出している

日本企業は 1 万３９３４社。単純に計算すると、その中の７０％は約９８００社に上り、

実際の数字は明らかではないが、それほど多くの日本企業が中国共産党の統制監督下に置

かれているという、驚くべき事実が中国側から公表されたのである。 

前掲の斉玉副部長は、企業内に共産党組織を設立することは、企業の経営発展を促すこ

とになり、党組織のアドバイスにより、中国の政策を理解し、雇用問題の解決を図れるた

めだと話した。しかし、それはあくまで、表向きの事であって、国内外におけるイザとい

う時に、共産党の方針に従って、企業を統制し監督することが主たる狙いになっているの

は否定できない。それは、この後述べる、中国の「国防動員法」と大いに関係しているか

らである。 
他方、中国の国内事情からみれば、党員をもってすべての企業の内部監視を行わなけれ

ば安心できない中国共産党の不安な心理状態が透けて見え、今般の共産党大会で「核心的

リーダー」、言い換えれば「皇帝」になった習近平総書記（国家主席）が、神格化された

自らの権力によって一党独裁体制を維持するための国内統治を強化しようとする意図があ

りありである。 
 
○「国防動員法」が及ぼす日本への脅威 
 中国は、２０１０年７月に「国家の主権、統一と領土の完全性および安全を守るため」

皇帝になった習近平―内には統制強化、外には覇権的拡大 

在中国日本企業は中国共産党の統制監督下に 
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として「国防動員法」を制定した。 
この法律によれば、「召集された予備役要員が所属する単位（役所や企業など）は兵役

機関の予備役要員の召集業務の遂行に協力しなければならない」（同法第３１条）。在中

国日本企業が雇用した中国人従業員が予備役として招集される場合はそれに従い、職場を

離れている間も、雇用主である日本企業は給与支給などの処遇を続ける義務が生じる。 
また、同法には「金融、交通運輸、郵政、電信、報道出版、ラジオ・テレビ・映画、情

報ネットワーク、エネルギー及び水資源の供給、医薬衛生、食品と食糧の供給、商業貿易

などの業種に管制を敷く」（同法第６３条）との規定があり、最悪の場合は日本企業の中国

の銀行口座凍結や金融資産接収のほか、売掛金放棄なども起こり得る。 
さらに、「備蓄物資が国防動員の需要を延滞なく満たすことができなくなったときは民生

用資源を徴用できる」と規定し、「社会生産、サービス及び生活に用いる施設、設備及び場

所その他物資」（いずれも同法第５４条）がその対象となっており、自動車や電機など、現

地工場の生産設備や物流のためのトラックなどのモノが根こそぎ徴用されてしまうことも

予想される。 
最近、中国に出張中の日本人社員が、スパイ容疑で拘束され、逮捕される事件が頻発し

ているが、有事の際には日本人駐在員やその家族が人質になる恐れがあり、また、社内の

企業秘密やノウハウなどがすべて中国側に筒抜けになってしまう危険性も排除できないの

である。 
 冒頭に述べた日本企業をはじめとする外資企業を中国共産党の統制監督下に置こうとす

る狙いと「国防動員法」の目的は、基底で重なり、相互に関連している構図をしっかり認

識した上での中国における企業活動が求められよう。 
さらに、在中国日本企業は、「国防動員法」が発動されると、以上のような事態が起き

ることを想定して、情勢緊迫時には、すみやかに国外へ退去し、あるいは資産を移せるよ

う普段から準備を行うとともに、そろそろ、このような「異質な国家」における企業活動

にはハッキリと見切りをつけ、他の有望な国や地域への移転を促進するのも必要な対策の

一つかも知れない。 
実は、この法律によって、日本国内で仕事をしている中国国籍保持者や中国人旅行者に

も「国防動員の平時準備と任務完遂の義務」（同法第５条）が適用される。 
２０１６年末の在日中国人数（在日華僑を含む）は、約７０万人（法務省統計）。同じ

く２０１６年の中国から日本への旅行者は約６３７万人（日本政府観光局（JNTO）統計） 

で、合わせると、年間約７００万人の中国人が日本に滞在していたことになる。 

それらの中国人に対し、突発的に国防動員がかかる可能性は十分にあり得ることだ。そ

の場合は、わが国の安全保障・防衛に重大な影響を及ぼす危険性があり、そのことについ

て重々認識し、有効な対策を練っておかなければならない。 
しかし、対応の中心となるのは全国約２５万人の警察官、そして約１５万人の陸上自衛

官であり、それらの要員をもってしても、対応に限界があるのは歴然としている。このよ
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うに、中国の厖大な「人口圧」によってわが国が押しつぶされる可能性を決して甘く見て

はならない。予想される事態は、容易ではなく、至って深刻である。 
 
○中国共産党大会後の中国―内には統制強化、外には覇権的拡大― 
 １０月１８日に開幕した第１９回中国共産党大会で、習近平国家総書記（国家主席）は毛

沢東、鄧小平に匹敵する「核心的リーダー」、言い換えれば「皇帝」の地位を獲得し、自

らの神格化と権力集中に成功した。 

そして、「立ち上がり（毛沢東）、豊かになる（鄧小平）段階から強くなる（習近平）

段階を迎えた」との時代認識を示し、自らの使命を「強軍」「強国」に置き、建国１００

周年を迎える今世紀中ごろまでに「社会主義現代化強国」を構築する長期目標を掲げた。

また、２０５０年までには「総合的な国力と国際影響力において世界の先頭に立つ国家に

なる」と宣言した。 

しかし、テレビなどの映像を通じて、外国には中国の団結と安定のイメージを見せよう

との意図があったかもしれないが、共産党大会が開催された首都北京は厳戒態勢に包まれ

ていた。 

街では包丁の販売やレストランでの調理、宅急便の配達が禁止された。会場付近の車両

や住居は窓を開けてはならず、地下鉄では厳重な検閲が行われ、少しでも反政府的な言動

を行った人や宗教団体のメンバーは当局の取り調べを受けた。 

また、共産党大会期間中、政府機関をはじめ、幼稚園や刑務所に至るまで、大会を生放

送で観るよう義務付けられた。 

中国国内では、一党独裁の共産党政権下の６８年間に、貧富の格差拡大とセーフティー

ネットの未整備、汚職や腐敗の蔓延、環境の劣悪化など、さまざまな社会問題が積み重な

り、その矛盾は極限状態にまで達している。また、経済の中に隠れていたリスクが突然爆

発し、資産価値が暴落して大混乱を起こす「ミンスキー・モーメント」発生の恐れが指摘

されるなど、深刻さを増す国内事情を承知している習総書記を頂点とする共産党指導部は、

内に向って規制や統制を強化せざるを得ないというのが実情のようだ。 

 一方、習総書記は、党大会冒頭の活動報告で、過去５年間の成果として、「南シナ海で

の人工島建設を積極的に推進した」ことを挙げ、東・南シナ海での中国公船の活動活発化

を念頭に「海洋権益の維持を有効に遂行した」とも述べた。 
 日本をはじめ近隣諸国の主権を脅かし、ルールに基づく国際秩序を破壊する「力による

現状変更」として、国際社会から厳しい非難を浴びている行動を、政権の成果として誇る

国がすぐ近くにいる現実を深刻に認識しなければならない。 
前述のとおり、「社会主義現代化強国」の建設という目標には、それを支えるための「強

軍」という、さらなる軍備拡大の方針が重なっている。 
習総書記は、米国の軍事力を睨みながら、今世紀半ばまでに中国軍を「世界一流の軍隊」

にすると明言した。その強大な軍事力を背景として、習総書記がこれまで繰り返してきた
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「中華民族の偉大な復興である中国の夢を実現するため、引き続き努力・奮闘しなければ

ならない」との言葉通り、外に向かっては覇権的拡大の圧力を愈々強めるものと見なけれ

ばなるまい。 

一見、平和の中にある日本において、中国が「輿（世）論戦」、「心理戦」および「法律

戦」の「三戦」に「歴史戦」加え、それらを積極的に展開しつつ、政治、外交、経済、文

化、法律などの分野の闘争と密接に呼応させた、巧妙で強かな作戦を仕掛けている現実が

ある。また、国内問題を国外問題に転嫁する手法は、これまでわが国が経験してきた中国

の常とう手段であり、それらに対する不断の警戒を怠ってはいけない。 

いま日本は、北朝鮮の核ミサイル開発の恐怖におののき、その関心はひたすら北朝鮮問

題に縛られている。しかし、２１世紀の日本そしてアジア太平洋地域、ひいては国際社会

に向けられた最大の安全保障の課題は、中国の覇権的拡大のうねりがもたらす影響に他な

らない。 

北朝鮮発の「差し迫った眼前の危機」、「これまでにない深刻かつ重大な脅威」に加え、

中国の海洋侵出による覇権的拡大の重圧は、わが国に戦後最大の試練を与えている。 

目先の脅威に注視するばかりでなく、日本に及ぶ中長期的な脅威にもしっかり目を向け、

「北朝鮮に備えつつ、中国に備える」という真の課題に、わが国は果敢に挑戦しなければ

ならない。 


